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会 社 概 要

社  名 ：日本興亜損害保険株式会社
創  業 ：明治25年（1892年）
資 本 金 ：912億円
本 社 所 在 地 ：東京都千代田区
    霞が関三丁目7番3号
社 員 数 ：8,249名
代 理 店 数  ：国内37,488店
営 業 拠 点  ：国内268カ所※、海外25カ所※

損害サービス拠点  ：180カ所※

※2006年4月1日現在

（2006年3月31日現在）

主 な 経 営 指 標

正 味 収 入 保 険 料  ：7,083億円
正 味 損 害 率 ：62.7%
正 味 事 業 費 率 ：35.7%
保 険 引 受 利 益 ：11億円
経 常 利 益 ：267億円
ソルベンシー・マージン比率 ：1,056.5%
総 資 産 額 ：3兆4,777億円

（2006年3月期）
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編集方針

● 日本興亜損保では、2004年度より企業の社会的責任（CSR）の遂行を経営目標として掲げ、
従来「日本興亜損保 環境・社会レポート（PDF文書）」を発行していましたが、このたび新たに
「日本興亜保険グループの社会的責任（CSR）2006」を発行することにいたしました。

● 本レポートでは、全社的な取組みを紹介する2つの特集と、CSRを推進する態勢の解説、そし
て“お客様”“代理店”“投資家・株主の皆様”“社員・職場”“地域・社会”“環境”について、取組みをご
報告しています。今年は発行初年度ということもあり日本興亜損保での取組みを中心にご報告
していますが、今後グループ各社についても広げて参ります。

● 本レポートの原稿は、原則それぞれの業務を担当する社員が自らのCSR課題を考えながら執
筆しています。CSR分野や損害保険会社特有の専門用語には「KeyWord」として解説を掲載す
るなど、読みやすさ、わかりやすさにも配慮しました。

● また、CSRを推進するのは、社員一人ひとりであるという考えから、できるだけ多くの社員が
登場するよう工夫しました。

● 一橋大学大学院商学研究科谷本寛治教授から、取組みに関するご意見・アドバイスをいただき
ました。36ページをご覧ください。

● 日本興亜損保の財務面の詳細な情報については、別途ディスクロージャー誌として「日本興亜
損保の現状2006」を発行しています。あわせてご覧ください。

【対象範囲】 日本興亜損害保険株式会社
  ※グループ会社の活動も含めて掲載しています。

【対象範囲】 2005年度（2005年4月～2006年3月）
  ※一部2005年度以前または以降の活動についても掲載しています。

【発行時期】 今回 2006年9月
  次回 2007年9月（予定）

【参考としたガイドライン】
  環境省「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」
  GRI（Global Reporting Initiative）
  　　　「サスティナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」
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資産運用関連事業
（ 4 社）

企 業 理 念
日本興亜保険グループは、

自主独立の精神と自由闊達な社風のもと

時代を動かす新しい発想とたゆまぬ努力で

豊かで健全な社会の発展に貢献します。

行 動 指 針 　
1.   すべての活動の原点をお客様におき、お客様の信頼に応えます。 

2 .   企業価値の向上と情報開示に努め、株主の皆様の期待に応えます。 

3 .   高い企業倫理に基づき、誠実かつ公正で環境にやさしい企業活動を展開します。 

4 .   自由に意見を表明し、それを具現化する活力溢れる企業風土を築きます。 

5 .   代理店とともに、お客様に最高の安心と満足を提供します。

日 本 興 亜 保 険 グ ル ー プ （2006年7月1日現在）

そんぽ24損害保険株式会社

ニッポンコウア・インシュアランス・カンパニー（ヨーロッパ）リミテッド

ニッポン・インシュアランス・カンパニー・オブ・ヨーロッパ・リミテッド

ニッポンコウア・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカ

ニッポンコウア・インシュアランス・カンパニー（アジア）リミテッド

ピィーティー・アシュアランシ・ブルマタ・ニッポンコウア・インドネシア

日本興亜損害調査株式会社

日本興亜マリンサービス株式会社

日本興亜ホットライン24株式会社

ニッポンコウア・マネジメント・コーポレーション

ニッポンコウア・マネジメント・サービス（シンガポール） プライベート・リミテッド

ニッポンコウア・マネジメント・サービス（ヨーロッパ）リミテッド

ニッポンコウア・インシュアランス・ブローカー（タイランド）カンパニー・リミテッド

エヌ・ケイ・リスクコンサルティング株式会社

エヌ・ケイ・プランニング株式会社

日本興亜クレジットサービス株式会社

ゼスト・アセットマネジメント株式会社

タクト・アセットマネジメント・インク

タクト・テクニシャンファンド・リミテッド

日本興亜オフィスサービス株式会社

日本興亜情報サービス株式会社

日本興亜キャリアスタッフ株式会社

日本興亜ビジネスサービス株式会社

エヌ･ケイ･システムズ株式会社

日本興亜能力開発センター株式会社

日本興亜エージェンシーサービス株式会社

株式会社京都壬生苑

日本興亜生命保険株式会社

日
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険
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会
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害

保

険

事

業

生命保険事業（1社）

総務・事務代行等
関連事業
（ 8 社）

損害保険関連事業
（ 9 社）

損害保険業
（ 6 社）
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TOP 
MESSAGE

With an independent spirit, guided by its liberal corporate 

culture, the NIPPONKOA Insurance Group will contribute 

to the development of an affluent and healthy society,

through unremitting effort and innovative ideas that 

transform old ways of thinking. 

取締役社長　松澤　建
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インタビュアー

経営企画部CSR部長　松広 清

安心をお届けするために、
未来への新たな挑戦
日本興亜保険グループの“信頼される企業”を目指した歩み。
弊社社長 松澤 建がお話しします。

　ここ数年、いわゆる“CSR”というものがク

ローズアップされてきていますが、この様な動き

をどう見ていますか?

　確かにこの言葉自体は最近出てきたものですが、

この考え方は新しいものでもなんでもなく、私たち

が旧来より考え、実践してきたことであると思って

います。

　では、日本興亜保険グループにとっての社会

的責任とは?

　私どもにとっては、本業である「保険事業」その

ものが、社会的な役割をもったものであり、それを

的確に遂行することが一番の社会的責任であるわ

けです。

　自動車事故が起きた、けがをした、何かを壊し

た。そんな時、お客様と相手方の間に入って、公

平に早く解決をすること。また家が燃えた、物が焼

けた、こうした人々が本当に困った時に、お役に立

てる仕事。それが私たち「保険事業」の仕事です。

　「豊かで健全な社会の発展に貢献します」と当

社の企業理念で謳っていますが、これが当社の企

業活動の全ての根源を為すもの、つまり当社の

CSRの基本ということですね。

　そうですね。当社が企業活動を行う目的は、社

会の発展への貢献です。この「社会」とは私たちを

とりまくあらゆるステークホルダーを指しており、

お客様、株主の皆様、代理店の皆様、従業員、地

域社会、環境などがその主なものです。これらの

ステークホルダー全てに対し、当社は常に目を向

け、責任を持って企業活動に取り組んでいます。

　それでは、最大限貢献出来るようにするために

は、何が最も大切なこととお考えでしょうか?

　私たちは、公共性の高い「保険事業」を、114年

以上にわたり営んでいますが、やはり何を置いても

この「保険事業」を的確に遂行することが一番の社

会的責任であり、それを通して社会や人々に信用

されることが最も大切です。私は社会的責任を果

たすということは、その企業が存在するための前
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提条件だと考えています。つまりこの世に社会的

責任を持たない企業は存在しないし、責任を果た

さない企業に発展はないと。

　ある意味、それはごく当たり前の事ですが…。

　その通りです。その当たり前のことを当たり前の

様に実行する、それを一番大切にしたいですね。

私たちは地に根を張った大きな木のように、何が

起きてもしっかりと立ち、あらゆる事に正面から臨

んでいく。愚直なまでに誠実に本業を遂行してい

くことが、結果的に当社の企業価値を高めていくも

のと確信しています。自然に花が咲き、実がなり

次世代への繁栄へとつながっていくというサイクル

の繰り返しにより、企業は成長していけるのではな

いでしょうか。

　当たり前のことを当たり前の様に行うことが、

じつは一番難しいということもありますか?

　その様な局面もあるでしょう。しかしそれは難し

いということではなく、社員の意識や自覚によると

ころが大きいと考えます。当社の商品は保険という

目に見えないサービスです。言葉を変えれば「信

用」が商品の全てとも言えます。そしてその「信用」

とは、財務的な信用力は当然として、社員の一人

TOP 
MESSAGE

「 本業である『保険事業』を的確に遂行することが、
 もっとも重要な社会的責任です。
 これからも未来に向けて、
 社会の繁栄に貢献できる企業でありたいと思います。」

ひとりの行動や言動の積み重ねによって作られて

いきます。この数年、私は特にコンプライアンスに

関する社員の意識や自覚を高めるためのあらゆる

施策を実施してきました。企業価値の大きな部分

を占めると言われる無形価値、その中でもひときわ

重要なのが「信用」でありますが、これは少しの油

断で一瞬にして崩れ去るという危機感を常に持っ

ています。それを防ぐ最低限の取組みがコンプラ

イアンスの徹底と考えています。

　新中期経営計画の中におけるCSRの位置づけ

はいかがでしょうか?

　今年2006年から3年間の新中期経営計画

「KAKUSHIN（革新・核心・確信）」をスタートさせまし

た。「あらゆるステークホルダーから選ばれる、価値

ある日本興亜保険グループ」を、私たちは目指して

います。この中期経営計画の目的として「社会の繁

栄により貢献するために」「会社がより発展し続ける

ために」「社員の皆さんがより幸せになるために」の

3つを掲げました。全ての施策の基盤となるのが

CSRであり、その結果が「価値」を産むことにつな

がると思います。グループの全役職員や代理店も

一体となって、自信と誇りの持てる会社にしていき

たいですね。
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　保険事業以外のCSRへの取組みについてはい

かがでしょうか?

　環境への取組みや社会貢献活動、働きやすい職

場環境づくり、社会的責任投資など幅広く行ってい

ます。当社には永年に亘り地道に活動を行ってきた

多くの取組みがありました。例えば50年以上前から

有用な人材を育てるための奨学制度を設け、また

すでに1991年から高齢化社会を見据えて介護福祉

士育成のための福祉財団を運営しています。

　グループ社員約13,000人のうちの半数以上を占

める女性が、より明るくいきいきと仕事を続けてい

くことができるように、また少子化対応という意味

からも女性に働きやすい職場環境や制度を充実さ

せていく“Lady,Go! プロジェクト”を進めています。

女性の部長職への登用は、日本の損保業界で当社

が初めてでした。

　環境問題に関しても、10年ほど前より長野県に

おいて森林を持ち育樹活動を続けており、また、

全国のすべての事業拠点で、ISO14001の環境認証

を取得しました。

　従業員が給与の一定額を毎月拠出し、会社が同

額補助して様々な福祉施設などへの支援を行う「日

本興亜おもいやり倶楽部」なども、10年以上続けて

います。

　つまり最初にお話のあったように、これらの活

動はCSRという最近の流れを受けてではなく、

すでに実践してきたことであると。

　あらためて数え上げてみると様々な活動を行っ

ていますが、何か特別なことをしているわけではな

いと思います。これからも社員一人ひとりが企業の

社会的責任とは何かをきちんと理解して、人とし

て社会人として、あるべき姿を、いつも考えていて

欲しいと思います。

　これからの日本興亜保険グループが目指す

CSRとはどの様なものでしょうか?

　繰り返しになりますが、企業理念・行動指針に基

づいた経営を実践し、何よりも「信用」第一に、着

実な成長をはかり、社会の繁栄に寄与していきた

いと考えています。未来への新たな挑戦を続けて、

次世代のためにも持続可能な社会の実現に向けて

貢献してまいります。
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特集  ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて

社員の意識改革

日本興亜保険グループでは、行動指針に「自由に意見を表明し、それを具現

化する活力溢れる企業風土を築くこと」と掲げ、性別や担当する職務による

区別なく、社員が自立的に行動し、自由闊達に意見を言える風土を築くこと、

そして社員が誇りと働きがいを感じる企業であることを目指しています。

2004年からは『Lady,Go! プロジェクト』を開始し、企業風土の改革と社員の

意識改革を図りました。さらに、「少子化」という社会全体が直面する課題に

対し、社会の一員として企業が果たすべき役割はますます高まっているとの

考えのもと、『Lady,Go! プロジェクト』の中心的な取組みに「仕事と子育てとの

両立支援」を掲げ、様々な制度や施策を企画・推進・実践しています。

全社員が男女を問わずいきいきと活躍できる、働きがいのある職場環境を

創るための取組み『Lady,Go! プロジェクト』を推進しています。
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性差を問わず活躍できる「社内風土の醸成」

社員の意識改革

性差を問わず
活躍できる

「社内風土の醸成」

社員の意識改革

「仕事と子育て
との両立支援」

①経営層からの繰返しメッセージ

②性差を問わないリーダー層、管理職の選定

　2005年4月、初の女性部長登用

社員の男女比率の状況

男性 女性 合計または平均

社員数 5,368人 2,881人 8,249人
平均年齢 42.6歳 35.1歳 40.0歳

平均勤続年数 13.9年 11.2年 12.9年

社員全体　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2006年3月31日現在）

「仕事と子育てとの両立支援」

① コース別人事制度の廃止

② 地域型社員の活躍の場・機会を拡大

 「キャリアトライ・リターンプラン（地域枠を超えて希

望部署に挑戦できる制度）」を設置

③ 女性の全国型社員の採用拡大　

 営業部門・損害サービス部門への

 女性の全国型社員配置を拡大

 全国型社員のうち、女性の採用数は2割を占める

④派遣社員から一般社員への登用制度の拡大

2004年度 2005年度 2006年度

女　性 4人 20人 32人
男　性 142人 171人 94人

合　計 146人 191人 126人

全国型（旧総合職）社員採用実績 

2004年度 2005年度 2006年度

登用者数 25人 50人 133人

派遣社員からの一般社員登用実績

育児に専念できる環境創り

① 育児休業制度の拡充
 「長期育児休業（無給：2年まで）」と「短期育児休業

（有給：7日まで）」の選択式。長期育児休業期間中

には、｢通信教育の案内･費用支援｣｢各種社内情報

の提供｣の職場復帰支援策

② 休業時の要員体制の整備（OG・OBの活用）

 「日本興亜サポーターズ倶楽部」Webを活用した

OG・OBの会員制ネットワークシステム。（2006年

2月より稼働）

「仕事と子育てとの両立支援」制度利用人数

Uターン制度 配偶者同行
制度

転居転勤
制限期間

託児費用
会社負担金

利用者数 1人 2人 0人 6人

子育てしながら働ける環境創り

① 託児施設との提携

 現在、東京にて提携済

② 託児費用会社負担金の支給

  満2歳までの子を養育する者が、保育

所等の託児施設を利用する場合、最大

66万円を補助

③ 半日単位の看護休暇

従来無給の看護休暇を有給とし、かつ半日単

位の分割取得も可能（年度内5日、半日単位で

10回が上限）

④ 配偶者同行制度

 地域型社員が、配偶者の転勤への随伴のために現

在の勤務地域外に転居しても継続して勤務できるよ

う、現地の要員状況を勘案し転勤を認める

⑤ 転居転勤制限期間の設定

 第1子が就学年齢に到達するまでを上限として転

居転勤制限期間を設定

やむを得ず退職しても復帰できる環境創り

○ Uターン制度

 結婚・妊娠・出産・育児という固有の理由によりやむ

なく退職した場合、退職時から最高3年以内であ

れば、正社員としての再雇用を認める

「Lady, Go! プロジェクト」の推進 ～ ワーク・ライフ・バランスの実現 ～

企業として果たすべき役割の高まり
（少子化という社会的な課題）

企業活力の向上
（女性の活躍）

働きながら
子育てができる
環境に向けた

取組み

 （2005年10月［制度新設］～2006年4月1日）

③業務範囲を限定しない前向きな意識

④各種研修を通した女性活用に関する意識啓蒙

男性 女性 合計

役　員 36人 1人 37人
管理職 （リーダー層） 2,170人 6人 2,176人
合　計 2,206人 7人 2,213人

役員・管理職　　　　　　　　　　　　　　　　（2006年3月31日現在）


